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概要

地域の記憶と記録を将来に残すこと、大規模災害から文化的資産を守ること、そして地域振

興を進めることに関してディジタルアーカイブは大きな役割を持っている。図書館や博物

館等におけるディジタルアーカイブの重要性は広く認められているが、我が国においては

大規模館や一部の先進的な機関を除いてはあまり積極的に進められているとは言えない。

総務省が平成 23 年 2月から平成 24 年 3月まで組織した「知のデジタルアーカイブに関す

る研究会（知デジ研）」の提言では、ディジタルアーカイブを推進する上でのいくつかのキ

ーポイントを示している。本稿では、ディジタルアーカイブとは何かを議論した後、知デジ

研の提言を簡単に紹介するとともに、筆者の視点からディジタルアーカイブの開発推進の

ための重要な話題として、ディジタルアーカイブとクラウド（Cloud）環境、ネット上での

ディジタルアーカイブのためのメタデータ情報基盤に関して述べる。
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abstract

It is widely recognized that digital archives have a large potential for a community to keep their

memories and records for the future, to protect their valuable resources from natural and human

originated disasters, and to promote the regional economy and culture. In Japan, most digital archives

are developed only by major national memory institutions and some regional institutions. However,

many medium or small regional institutions are reluctant to develop digital archives because of the

lack of their human and financial resources. Ministry of Internal Affairs and Communication (MIC)

organized a research group on digital archives (Chideji-ken) from February 2011 to March 2012. The

group published a recommendation to promote digital archives in Japan where some key issues are

discussed. This paper first overviews digital archives to help understand the fundamental features of



digital archives. It briefly shows the recommendation of the group. It discusses cloud computing

environment for digital archives and metadata infrastructure for networked digital archives followed

by concluding remarks.
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1. はじめに

総務省における「知のデジタルアーカイブに関する研究会（知デジ研）」[1]の提言が出さ

れてからちょうど 1年がたつ。知デジ研では、地域の図書館、博物館、美術館、文書館など

文化や社会の記憶と記録にかかる機関や組織におけるディジタルアーカイブを中心に議論

した。この問題意識の背景には、我が国におけるディジタルアーカイブ構築が先進諸国に比

べて決して進んでいるとは言えないこと、特に地域のMLAによる構築が進まないことがあ

る。加えて、数年前から始まった電子書籍の普及、オープンデータの動きなど、ディジタル

アーカイブに関係する様々な動きがあったこともある。そして、知デジ研での議論の開始直

後に東日本大震災が起こり、震災の記録、災害への備えとしてのディジタルアーカイブの役

割が議論された。

ディジタルアーカイブは、MLAが持つ文化財をディジタル化、データベース化して提供

するものととらえられる。こうした種類のものは 1990年代に始まったディジタルライブラ

リ開発ブームの当初から中心的なテーマであり、決して最近始まったものではない[2]。た

とえば、国立国会図書館の近代デジタルライブラリ、国立公文書館のデジタルアーカイブ、

文化庁の文化遺産オンラインのほか、地域MLAが進めるものはそうした種類のものである。

これらは、比較的一様な標準化された技術を用い多数の文化財をディジタル化し、提供する

ものである。その一方、高度なセンシング技術、グラフィックス技術、画像処理技術などを

用いて、高精細、高機能なディジタルコンテンツを提供するものもある。Web上のコンテン

ツを収集、蓄積、保存する Web アーカイブもディジタルアーカイブの代表例である。電子

書籍や電子ジャーナルのような電子出版物の場合も、長期の利用を考えるとディジタルア

ーカイブのすぐ隣に位置づけられる。

知デジ研の提言によると、ディジタルアーカイブを、「何らかの方針に基づき、ディジタ

ルコンテンツを選択、収集、組織化、蓄積し、長期にわたって保存するとともに利用に供す

るシステム又はサービス」、そして知のディジタルアーカイブを、「人間・コミュニティの知

的活動を支えるためのディジタルアーカイブであり、ディジタル・ネットワーク社会の知識

インフラ」と定義している。また、後述するように、提言では、ディジタルアーカイブ化に

よる知的資産の公開を進めること、ディジタルアーカイブ推進のための人的基盤を整備す



ること、ディジタルアーカイブ構築を支えるためのシステム基盤構築を進めること、コンテ

ンツ流通のためのメタデータ基盤を整備することが提案されている。

ディジタルアーカイブということばは広く用いられており、知識インフラとしてのディ

ジタルアーカイブの重要性も広く認められている。一方、ディジタルアーカイブには、非常

に高度な情報技術を用いて作られる超高品質なものから標準的な品質のコンテンツを非常

に大量に持つものまで、そしてディジタル化した歴史資料のアーカイブからボーンディジ

タル資料のアーカイブまでというように、いろいろな種類のアーカイブを表すことばでも

ある。本稿では、概念整理のために、はじめにディジタルアーカイブということばに関して

いくつかの視点から述べる。その後、知デジ研提言に関して述べ、クラウド環境とメタデー

タ基盤について議論する。

2. ディジタルアーカイブについて

2.1 ディジタルアーカイブということばを考える

頭文字をとって MLA と総称される図書館（Library）、博物館や美術館（Museum）、公文

書館、文書館（Archives）は、人間の知的な活動を支え、記録する機能を持つため知の記憶

機関（Memory Institutionあるいは Organization）と呼ばれる。MLAはディジタルアーカイブ

を実現する主たるプレイヤーである。MLA連携ということがよく話されるが、ディジタル

アーカイブは MLA 連携のキーとなるものである。その一方、M、L、A それぞれの性格や

置かれている環境の違いによってディジタルアーカイブへの取り組みは同じではない。

本稿では、知デジ研に倣ってディジタルアーカイブを「何らかの方針に基づき、ディジタ

ルコンテンツを選択(Select)、収集(Collect)、蓄積・組織化し(Organize)、利用に供する(Access)

とともに、長期にわたって保存する(Preserve)システム又はサービス」と定義する。頭文字で

表す SCOAPはMLAに共通の基本的な機能であるということもできる。

電子図書館、ディジタルライブラリ（Digital Library）や電子博物館(美術館)・ディジタル

ミュージアム(Digital Museum)といったことばとディジタルアーカイブということばを区別

することに大きな意味があるとは思えないが、敢えて違いを考えてみよう。ディジタルライ

ブラリやディジタルミュージアムといったことばが、ライブラリやミュージアムの機能全

般の意味合いを持つのに対してディジタルアーカイブということばの場合は、ディジタル

コンテンツに関する SCOAPに特化しているといえよう。公文書館に関しては、電子公文書

館の意味でのディジタルアーカイブズもディジタルライブラリやディジタルミュージアム

と同様に考えることはできる。しかし、電子的な記録管理を意味する Electronic Records

Managementや Electronic Records Archive という名前で呼ばれることが多いようである。い

ずれにしても電子公文書館としてディジタルアーカイブズと呼んでしまうと、より一般的

な意味で広く使われているディジタルアーカイブということばと区別することが難しく文

脈で判断するしかなくなるので。わかりにくくなる。あまり名前にこだわってもことば遊び



になってしまうので、ここではこれ以上議論しないことにする。いずれの場合にも、ディジ

タルアーカイブはディジタルライブラリ等の中核的な機能である。

欧米では、ディジタルコンテンツを長期にわたって使い続けられるようにする取り組み

を表すディジタルキュレーション（Digital Curation）ということばが広く用いられている[3]。

長期にわたって利用できるようにすることで付加価値を作り出すことが重要な目的であり、

先のディジタルアーカイブの定義と大きな違いはない。ディジタルキュレーションでは文

化財のみならず、科学技術情報や政府情報なども重要な領域として視野に入っているので、

我が国でのディジタルアーカイブという言葉が持つ響きよりは広いかもしれない。いずれ

にしても、重要な資源を集めて、長期にわたって保存し、利用し続けられるようにすること

が目的である[4]。

2.2 いろいろなディジタルアーカイブ

ここでは、ディジタルアーカイブのパターンを大別してみたい。

・ 高度な計測技術と記録技術を利用して、重要な文化財の高精度なディジタル化を行い、

高度なグラフィクス技術を利用して利用者に提供するもの。たとえば、アンコール遺跡

や平等院のディジタルアーカイブ化といったものは典型である。

・ 書籍や文書、文化財を対象として要求に応じた精度のディジタル化を行い、一般的な環

境で利用できるコンテンツとサービスするもの。一般的に大量のコンテンツを蓄積提

供する。

 イメージデータ(静止画、動画)としてディジタル化したもの

 電子テキストとしてディジタル化したもの

・ 電子的に作られ流通するボーンディジタル（Born Digital）リソースを収集、蓄積、保存、

提供するもの

 典型的なものは電子文書のアーカイブ

 文書に限らず電子書籍、ゲームなどいろいろなコンテンツがある

・ インターネット上で提供されるリソースを自動収集することで形成されるもの

・ これらのほか、個人やグループが持つリソース

ディジタルアーカイブに蓄積されるリソースは様々であり、文書や図画のような平面的

なリソース、3次元物体、動画、ビデオ、音や踊りなどの無形物、そしてゲームやデータベ

ースなどのソフトウェアもある。共通する視点は先に示した SCOAPである。特に保存(P)は

ディジタルアーカイブにとって重要である。大規模な資料のディジタル化の場合、落ち着い

た標準的な技術が用いられることが多いので、保存の面からは問題が少ないといえる。一方、

先端的な技術を用いるものの場合、できあがったコンテンツの寿命は用いられた技術の寿

命に依存するので一般的には長くないと考えられる。そのため、コンテンツそのものの保存

に加えて、コンテンツ作成にかかわる情報、そして素材データの保存が欠かせないと考えら

れる。ボーンディジタルなリソースやインターネットリソースのアーカイブの場合、収集し



たリソースを正確に再現するための情報を獲得することが重要であるが。リソースそのも

のには必ずしもそうした情報はない。そのため、ファイル形式に関する情報を収集保存する

仕組みが重要な役割を持つ。イギリス国立公文書館によるフォーマットレジストリ

PRONOMはそうした情報を蓄えてくれている[5]。

MLAはそれぞれ異なる機能を持つため、リソースのディジタル化、ディジタルアーカイ

ブの組織化、特にメタデータの持ち方に関しては、それぞれの伝統をベースにした方法があ

る。このように、ディジタルアーカイブと総称されるものの、その内容や構成方法は多様で

ある。このことは、個別の MLA が実際にディジタルアーカイブを構築しようとする際に、

どのような方法で、どのような技術を用いればよいのかが分からない、あるいはわかる人材

がいないといった問題につながることになる。

2.3 ディジタルアーカイブを支える環境

何らかの条件が生じない限りコンテンツへのアクセスをせず、蓄積のみを行うダークア

ーカイブと呼ばれるものもあるが、一般にディジタルアーカイブはアクセスして利用する

こと、特にインターネット経由でのアクセスを前提としているものが多い。そのため、利用

権限の認証やアクセシビリティなど種々の問題に対応しなければならない。また、現在のイ

ンターネット環境では、人間向けのユーザインタフェースのみならず、コンピュータ向けの

Application Program Interface (API)を用意して第三者によるサービスを作りやすくすること、

横断的な検索を行えるようにするといったことが進められている。

ディジタルアーカイブはコンテンツの検索や管理のためのメタデータを持つ。ネットワ

ーク上ではディジタルアーカイブ間の相互運用性を高めることが重要であるため、標準的

なメタデータを用いることが望まれる。その一方、それぞれのディジタルアーカイブの特色

を出すための独自要求を満たすことも重要であり、それにはディジタルアーカイブごとの

要求を満たすメタデータが必須である。こうした相互に矛盾する要求を満たすことがディ

ジタルアーカイブの発展には不可欠である。こうした問題の解決には WWW 上の共通でオ

ープンな標準の上にメタデータを流通させ、意味的な相互運用性を向上することが重要で

ある。また、そうしたメタデータ流通の環境を実現するには、メタデータの語彙やスキーマ

等のメタデータ情報を流通させるための基盤の構築が求められる。

先にも述べたように、アーカイブの長期利用性とコンテンツの長期保存性がディジタル

アーカイブにおける重要な課題である。ディジタルコンテンツの長期保存、特にボーンディ

ジタルリソースの長期保存は、バイナリデータの保存だけでは不十分であり、マイグレーシ

ョンやエミュレーションを行う環境を必要とすることがよく知られている。ディジタルコ

ンテンツの保存（ディジタル保存、Digital Preservation）は、ディジタルアーカイブ、ディジ

タルキュレーションにおけるキーである。ディジタル保存において重要なことは、保存対象

の情報のみならず保存の過程で作り出される情報を残していくこと、そしてそうした情報

を保存することである。すなわち、保存対象とそれにかかわる情報を記述したメタデータを



長期にわたって生かし続けることが課題となる。

ディジタル保存は 100％解決することの難しい問題である。基本的には、物理的な物体の

保存と同様に、保存のポリシーと維持管理タスクの明確化、そして保存に責任を持つ組織に

よる持続的な作業によって解決していかざるを得ない。ディジタル保存が未確立であるた

め、ディジタルアーカイブによる保存に対する危惧をもたれることがある。有形の文化財を

ディジタル化して残すことは、ある意味で、ディジタル形式のレプリカを作ることである。

有形物に比べてディジタルデータはコピーが作りやすいので、多重のコピーを持つことに

よって、より安全文化財の保存につながるといえる。また、ディジタル化によって、レプリ

カとはいえ貴重な文化財に対するアクセス性が高まることも重要なメリットである。

3. 「知のデジタルアーカイブに関する研究会（知デジ研）」より

3.1 「知のデジタルアーカイブに関する研究会」提言より

知デジ研は、2012年 2月から全部で 9回の会合を持ち、ディジタルアーカイブに関して

いろいろな観点からの議論を行った。特に、中小規模のMLAによるディジタルアーカイブ

開発の推進における課題、インターネットの時代におけるディジタルアーカイブを支える

メタデータ情報基盤の重要性、東日本大震災に学んだディジタルアーカイブの役割等につ

いて議論した。表 1に、知デジ研提言概要を示す。これは提言より抜き出したディジタルア

ーカイブ推進にかかわるキーポイントでる。

この概要が示すように、知デジ研は、MLA機関等が持つ知的資産公開の推進と、そのた

めの人的基盤、システム基盤、メタデータ基盤の３つの基盤構築を提言している。知的資産

公開の推進自体は当然のことと思えるが、小規模な博物館や資料館にとっては、所蔵資料の

データ管理を電子的に行うことが最初の障壁となり得る。そして、所蔵資料に関する情報を

インターネット上に公開していくことでそれぞれの館の認知度は上がると考えられるが、

そこまでのステップを独自に行うことが難しいため、そうした館をサポートすることが重

要である。中小規模のMLAにとっては、情報技術のことを知る人材を常時確保することが

難しく、また、必要な機材を長期にわたって安定的に確保し、維持することが難しいため、

人的側面とシステム的側面からのサポートが必要である。この点からは、文化庁の文化遺産

オンラインのサービスを利用することは、インターネット上に文化財の情報を提供してい

くことに関する敷居を低くしてくれることが期待できる。

3.2 ディジタルアーカイブの機能階層

個別の中小 MLA 機関や組織が独自の要求仕様に基づいてディジタルアーカイブの構築

を進めるのは効率的ではない。従来、独自のサーバの上にシステムを構築してサービスを提



供することが行われてきたが、人的資源の問題、維持管理の問題からこの方法がどんな組織

にも適合するとは言えない。また、個別のシステムを作り上げることは、インターネット上

でのサービス間連携、情報資源(リソース)の相互運用を難しくすることもある。また、イン

ターネット上では、できるだけリソースを相互に利用できるようにして、利用者の目にはシ

ステム間の壁がないように見せることが重要であることを考慮しなければならない。

MLAのディジタルアーカイブのコンテンツは多様であり、その利用者サービスもコンテ

ンツの種類に依存する。その一方、ディジタルコンテンツはバイナリデータと見れば共通で

あるため、データを蓄積保管するために必要な機能は共通であることに容易に気付く。そし

て、コンテンツの検索や管理のために必要なメタデータは、コンテンツとサービスに依存す

表 1 知デジ研提言概要

１．大福帳からデジタルヘ。知的資産の公開

・ 中小のMLA機関が所蔵する資料等のデジタル化、ネット上への公開の推進。

・ 「デジタルアーカイブ推進構築のためのガイドライン」の周知・普及及び技術・

利用環境の変化に即した見直し。

・ デジタルアーカイブ構築・連携を推進するための財政措置の拡充。

２．人的基盤の構築

・ デジタルアーカイブの技術・知識・ノウハウ等を収集・蓄積・共有する「デジ

タルアーカイブ支援ネットワーク （ＤＡＮ）」の設立。

・ デジタルアーカイブの推進に理解のあるリーダーの獲得及び構築・運営してい

く専門的な人材の必要性への理解。

・ デジタルアーカイブの有機的連携を推進する「デジタルアーカイブ・スペシャ

リスト」の育成。

３．システム基盤の構築

・ データ形式の標準化・耐災害性の観点からデータ蓄積基盤として、デジタルア

ーカイブ・クラウドを推進する。

・ 「文化遺産オンライン」の利用促進・機能拡充（多言語対応等）。

・ 東日本大震災の記憶を伝承し、将来の災害対策等に活用するため「東日本大震

災アーカイブ」の構築。

・ デジタルコンテンツ長期保存技術の開発を進めるとともに、ノウハウの共有を

推進する。

４．コンテンツ流通基盤の構築

・ 組織・コンテンツを一意に識別するための識別子の普及を進めるため、知的資

産ＩＤの導入。

・ メタデータ情報基盤（MetaBridge）の利用普及・機能拡張を進め、メタデータ

の流通を促進する。



る部分とコンテンツ流通のために相互に共通化が必要な部分があることも理解できる。す

なわち、利用者に近いところほど個別化が必要であり、反対にデータ蓄積機能のように利用

者から直接見える必要のない部分は共通化が行いやすいことが容易に理解できる。こうし

たことを考慮して、ここではディジタルアーカイブの構成を、以下のように 3階層でとらえ

る。

(A) ディジタルアーカイブのコンテンツを利用者に提供するためのサービスを実現するた

めの機能

(ア) 個々のディジタルアーカイブごとの利用者要求を満たすサービスの実現

(イ) 個々のディジタルアーカイブの要求に適したコンテンツの組織化と管理

(B) ディジタルアーカイブ間連携のためにコンテンツにかかわる情報、すなわちメタデータ

の流通、蓄積のための機能

(ア) メタデータを流通させるための標準フォーマットに基づくメタデータ交換

(イ) メタデータスキーマとメタデータ語彙の定義と情報の提供

(C) ディジタルコンテンツやメタデータの実体の蓄積、保存、提供のための機能

(ア) データの実体を安定的に蓄積し、提供する機能

(イ) 個々のディジタルアーカイブからの要求に応じて、データを長期にわたって保存

する機能

階層的にとらえることで、個々のディジタルアーカイブごとの要求に応じて開発すべき

部分と共通化された技術や情報基盤機能を用いて実現すべき部分が明確化できる。人的資

源を多く持たない中小MLAにとっては、個別に要求されるところだけに注力できればあり

がたい。もちろん、共通部分を他の組織と共有することによってかえってコストが大きくな

るようでは意味がないので、共通部分、すなわち下位の層のコストの低減は必須の条件であ

る。

知デジ研提言の第 3と第 4の項目は、それぞれ階層(C)と(B)に対応する。こうした階層的

なとらえ方は情報システムの構造を考える上でごく一般的になされる問題整理の方法であ

る。最も下の階層(C)を、データを蓄積・保存・提供するクラウド（Cloud）型のサービスと

とらえることで、共有の考え方が明確になる。階層(B)は、メタデータの流通のための基盤

機能であり、個別の用途に合わせて作られるメタデータスキーマや標準化されたメタデー

タ語彙(注：メタデータの記述項目集合や主題語彙等の統制語彙)の流通のために必須である。

WWWにおける Linked Open Dataの活動は、Resource Description Framework (RDF)を共通の

メタデータ表現形式として利用し、いろいろなデータセットを結び付けようというもので

あり、ディジタルアーカイブの相互連携にとっては重要な活動である[6][7]。また、異なる

ディジタルアーカイブ間でメタデータ語彙を共有することは、ある意味では、ディジタルア

ーカイブ間でメタデータを表すためのことばを共通化する取り組みである。従来、ディジタ

ルアーカイブ間の相互運用のためにメタデータのマッピングを行うことが多かったが、も

ともと同じ語彙でメタデータを書くようにすれば、マッピングのためのコストを低減する



ことができ、相互運用性が向上する。また、ディジタルアーカイブを利用するサードパーテ

ィにとっても、異なるメタデータ間のマッピング作業を減らすことができる。

4. クラウド（Cloud）とディジタルアーカイブ

人的資源を多く持たない中小規模の MLA に対してディジタルアーカイブ構築のための

敷居を低くするためには、誰もが簡単に使えるクラウド型のディジタルアーカイブ構築環

境が求められる。また、東日本大震災では、津波によって多くの文化財や公文書のみならず、

オフィスにおいてあったパソコンやサーバも被害を受けた。このことは、ディジタル化だけ

では意味がなく、より堅牢な環境にディジタルアーカイブを構築することが必要であるこ

とを意味する。堅牢な環境でのディジタルアーカイブの実現は、人的資源を持たない機関に

とっては非常に困難な要求であるため、さらに敷居が高くなることになる。一方、前述の階

層構造からも理解できるようにシステム基盤は共通的な要素からなる。そのため、ディジタ

ル保存や堅牢な環境作りを MLA 間の共通基盤としてクラウド(Cloud)化することが望まれ

る。

図 1 は、こうした観点から構成したディジタルアーカイブ構築のためのクラウド環境の

単純なモデルを示している。一番下の階層は長期間の保存の役割を持ち、中央の階層は収

集・組織化とアクセスにかかわる機能をもつ。収集・組織化・アクセスの機能は個別のアー

カイブのサービス内容に依存する。しかし、基本的な機能は共通するものが多いと考えられ

ること、そしてアーカイブ間の連携を進めるためのメタデータの相互運用等のための共通

基盤が必要であると考えられる。長期保存の階層は、バイナリデータの保存が基本機能であ

Collect,
Organize, Re-format,
Rights Management

Preserve

Search and Access
Browse

Access Control

Archival Cloud – a layered architecture

Application Systems / Services

Preservation
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図 1 ディジタルアーカイブのための単純なクラウド環境のモデル

Lower Layers – infrastructure



る。しかしながら、個々のディジタルアーカイブの要求に応じたデータの維持管理機能が求

められる。

現在のクラウド環境の基本的な問題は、はベンダーごとの構成を持っていることと、公的

な機関のリソースを蓄積、保存するに十分な安全性、信頼性を持つとまだ十分に認められて

いないことである。筆者等はディジタル保存のためのクラウド環境に関する分析をメタデ

ータの視点から進め、必要とされる機能を含むモデルの提案を行った[8][9]。こうした研究

はすぐに実際のシステムに結び付くというものとは言えないが、ディジタルアーカイブを

クラウド上に実現していくために必要なモデルに関する新しい視点を与えていると考えて

いる。

5. ディジタルアーカイブの基盤としてのメタデータ

知デジ研提言の中においても、メタデータ情報基盤の必要性をうたっている。メタデータ

の相互運用性の重要性は言うまでもないであろう。Dublin Core Metadata Initiative (DCMI)は、

メタデータの相互運用性を高めるための基本モデルとして DCMI Application Profile (DCAP)

に関する Singapore Frameworkを定義している[10]。Singapore Frameworkでは個別のサービ

スごとの機能要求等も含まれているが、メタデータの相互運用に直接関係するメタデータ

スキーマの視点からは Description Set Profile (DSP)を決めている。DSPは、個別の応用ごと

に作られるものであり、メタデータで用いられる記述項目等の語の集合（メタデータ語彙）

と構造的制約を決めている。図 2 にメタデータスキーマ、DSP とメタデータ語彙の関係の

概念図を示す。

具体的な表現形式（具象構文）

実際のデータベース上での表現形式、データ交換のため

のフォーマット等（たとえば、RDF/XMLや JASON）

記述項目と記述上の制約の定義(DSP)

タイトル：要件＝必須、値型＝フリーテキスト

作成者：要件＝推奨、繰返し可、値型＝人や組織のクラス

主題：要件＝5個まで、値型＝NDLSHまたはフリーテキスト

タイトル 作成者 主題

Dublin Core FOAF
dc:title
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…

メタデータ語彙

これらの情報を

ネット上で共有

したい

MetaBridgeは
DSPとメタデー
タ語彙を対象と

するレジストリ

図 2 メタデータスキーマとその情報共有



DCAP にとってキーとなる点は記述項目のための語彙や記述内容として用いられる統制

語彙を、応用ごとのメタデータスキーマとは切り離して定義している点である。記述項目や

記述内容に用いられる語は、メタデータの意味内容に深く関連する。異なるメタデータスキ

ーマを相互運用する際に作られる記述項目間のマッピングは、同じ意味を持つ記述項目を

結び付けるものであり、いわば意味的関係づけの役割を持っている。意味的関係づけは一般

に面倒である。そのため、異なるスキーマであっても、共通のメタデータ語彙を使って記述

項目を決めてくれれば相互につなぎやすくなることは明らかである。言い換えると、DCAP

とは独自の語彙はできるだけ作らず、使わず、できるだけアリモノを利用すれば、マッピン

グの手間を少なくし、相互運用性を高めることができるというものである。これは Resource

Description Frameworkの考え方と合致するものでもある。したがって、メタデータに用いる

記述項目や統制語彙についてはできるだけ広く使われる標準的なものから選ぶことが重要

であり、たとえ独自に作ったとしても、それを他の応用でも利用できるようにネット上に公

開しておくことが重要である。すなわち、メタデータを表すためのことばを共有することが

メタデータの相互運用性を高め、ディジタルアーカイブの相互運用性、連携性を高めるため

に役立つのである。

筆者等はメタデータ情報基盤として MetaBridge と呼ぶシステムを開発し、その運用を進

めている[11][12]。MetaBridgeは、メタデータ語彙の定義、DSPの定義を蓄積提供する機能

を持っている。こうした機能を持つシステムはメタデータスキーマレジストリ（Metadata

Schema Registry）と呼ばれる。（メタデータレジストリと呼ぶこともある。）MetaBridge以外

にもメタデータスキーマレジストリはあり、アメリカで運営される Open Metadata

Registry[13]、筆者等が携わってきた DCMI Registry[14]は RDFをベースにしたものである。

また、国立図書館等が中心に進めている件名や名前の典拠を RDF化して提供するサービス

もインターネット上でのメタデータの流通性を高めるための重要なサービスである[15][16]。

このほか、先にも示したイギリス国立公文書館のファイルフォーマットに関するレジスト

リ[5]はディジタル保存のためのメタデータにとっては重要な情報を提供してくれる。

6. おわりに－将来に向けて

貴重図書や文化財の電子化に始まるディジタルアーカイブの開発は、国立図書館などの

大組織を中心に進んできた。その一方、ディジタルアーカイブの重要性が広く認められては

いるものの、実際にはなかなか手につかないMLA機関も多くある。現在、Web上にはさま

ざまな有用なコンテンツがあり、デジカメやデジタルビデオカメラなどの機材が身の回り

にあふれている。そして、ディジタル放送が定着し、電子書籍も広がりつつある。こうした

我々の環境を考えると、物理的な資料をディジタル化して作り上げるディジタルアーカイ

ブ（伝統的なディジタルアーカイブ）だけではなく、最初からディジタルコンテンツとして

作られ、そのまま流通するコンテンツを含め、将来の世代に向けて収集、蓄積、保存するも



のも含めディジタルアーカイブの役割はますます大きくなっていくことは疑えない。

東日本大震災では多くの文化財や地域の記録文書等が被害を受けた。有形物、無形物にか

かわらずディジタルコピーを作りアーカイブ化することが、貴重な資産を残していく上で

有効な方法であることは疑えない。ディジタルコンテンツの長期保存に関する信頼性がま

だ十分に高くはないという批判もあるが、きちんと維持管理する環境を開発していくこと

でコンテンツの長期利用は可能になる。1000 年後の世界を想像してコンテンツを保存する

ことは難しいが、次世代にきちんと手渡せるように保存していくことは可能である。ディジ

タルコンテンツであれ、物理的な実体であれ、きちんとメンテナンスされないものは残って

いく保証はない。

国立国会図書館がホストしたデジタル情報資源ラウンドテーブルの議論からも、ディジ

タルアーカイブは MLA 連携にとって極めて重要な要件であることは認められている

[17][18]。一方、ディジタルアーカイブの構築には機関間連携が重要である。特に独自に十

分な人的資源を持てない中小機関にとっては、長期間のディジタルアーカイブ運営の視点

を持った機関間連携が必要である。ディジタルアーカイブネットワークを実現して、人的サ

ポートや技術情報の提供を行うことのできるコミュニティを作り上げることは重要である。

知デジ研の議論においても、文化遺産オンライン等の研修機会を利用すること、総務省の地

域情報化アドバイザーの制度を利用することなどが議論された。その一方、こうしたコミュ

ニティを実際に作り上げるために発信力のあるハブを作り上げていくことが必要であろう。

知デジ研には、ディジタルアーカイブに直接関連するMLA関係者に加えて、電子出版関

係や IT関係からの委員の参加をいただいた。これは、電子書籍、電子出版物、電子公文書

等が、すぐにアーカイブでディジタル保存されるべきコンテンツになること、出版者がいつ

までもコンテンツを保存できる環境の実現には図書館等の公共機関、保存のための情報技

術を持つコミュニティとの連携が必要であると考えたためである。絶版になった本は図書

館等におかれた現物から復元できる可能性はあるが、電子書籍のファイルがなくなってし

まうと復元は非常に難しくなる。そうした視点からも保存、アーカイブは重要であると思う。

ディジタルコンテンツ化とは、入れ物と内容の分離である。たとえば、印刷された冊子体

の小説は、小説そのものと冊子が一体化しているが、ネット配信される電子書籍の小説にと

って入れ物は意味を持たず、データを再生する環境が入れ物の代わりに必要とされる。加え

て、ディジタルコンテンツでは 1次コンテンツ（たとえば、小説そのもの）とメタデータが

一緒に配信できることになる。同時に配信しなくてもネット上でメタデータあるいはメタ

メタデータにリンクすることもできる。こうした技術はすでに実現されているが、有効に利

用されているかどうかはよくわからない。ディジタルアーカイブはこのような柔軟性を持

つディジタルコンテンツを有効に、かつ長期にわたって利用し続けるための基盤である。し

たがって、そこでは 1次コンテンツのみならず、メタデータ、メタメタデータ、メタメタメ

タ…が有機的につながった環境にならねばならない。こうした視点からも Linked Open Data

(LOD)の取り組みは、ディジタルアーカイブの発展にとって重要な役割を持つものである。



はじめにも述べたイギリスの Digital Curation Centreは、Digital Curationはディジタルリソ

ースを長期にわたって利用することにより、リソースの価値をより高めることであると述

べている。アーカイブされるリソースの種類も量も多く、ディジタル保存にはいろいろな難

しい問題もある。たとえば、大きなサーバを動かすためのエネルギー消費が問題にされるこ

ともあるが、物体の保存の場合であっても適切に空調された建物が必要であり、環境負荷は

ゼロではない。メタデータが解釈不能になるとディジタルコンテンツの再生ができなくな

るが、メタデータとそのメタデータスキーマの長期保存のための基盤は十分には確立され

ていない。このようにいろいろな問題はあるが、現代の知的資源を将来に残していく上でデ

ィジタルアーカイブは不可欠であり、ディジタルアーカイブを長期にわたって利用し続け

ることに関する取り組みをMLAに限定せず、より広いコミュニティが連携して進めていか

ねばならないと思う。
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